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ニッキン投信情報の連載『⻩⾦時代到来︕︖なるほどインド講座』
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英国プルーデンシャル社は、イーストスプリング・インベストメンツ株式会社の最終親会社です。最終親会社およびそのグループ会社は主に⽶国で事業を展開しているプルデンシャル・ファイ
ナンシャル社、および英国のM&G社の⼦会社であるプルーデンシャル・アシュアランス社とは関係がありません。

ニッキン投信情報（2025年7⽉14⽇号）にて、弊社取締役 営業マーケティング本部⻑の⾯⾕ 祥友による
連載『⻩⾦時代到来︕︖なるほどインド講座』の最新記事が公開されました。
最終回となる本紙では、“インド経済の現在地と未来を⽀える要素たち”をテーマとして寄稿させて頂きま
した。
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＜当資料に関してご留意いただきたい事項＞
○当資料は、イーストスプリング・インベストメンツ株式会社が、情報提供を⽬的として作成した資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰資料ではありません。
また、特定の⾦融商品の勧誘・販売等を⽬的とした販売⽤資料ではありません。○当資料は、信頼できると判断された情報等をもとに作成していますが、必ずしも
その正確性、完全性を保証するものではありません。○当資料の内容は作成⽇時点のものであり、当社の⾒解および予想に基づく将来の⾒通しが含まれることが
ありますが、将来予告なく変更されることがあります。また、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。○当資料で使⽤しているグラフ、パフォーマンス
等は参考データをご提供する⽬的で作成したものです。数値等の内容は過去の実績や将来の予測を⽰したものであり、将来の運⽤成果を保証するものではあり
ません。○当社による事前の書⾯による同意無く、当資料の全部またはその⼀部を複製・転⽤並びに配布することはご遠慮ください。

本連載記事については
2ページ⽬をご覧下さい
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本稿は執筆時点での情報に基づく筆者の個⼈的な⾒解であり、イーストスプリン
グ・インベストメンツ株式会社の公式⾒解ではありません。 

図表 ナショナル証券取引所（NSE）の 
投資家別売買⽐率 

出所︓NSEのデータに基づきイーストスプリング・インベスメンツ作成。2025年4月時
点。※外国投資家︓FPI、FDI、海外VCファンドなど。国内機関投資家︓銀⾏、
ミューチュアル・ファンド、保険会社、NBFC、国内VCファンドなど。国内個⼈投資家︓
個⼈および個⼈事業主など。トレーダー︓プロプライエタリー（⾃⼰勘定）トレーダー。
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本コラムもいよいよ最終回を迎えます。今回
は、これまで取り上げてこなかった重要な視点
を加え、インド経済の構造と成⻑⼒をより多⾯
的に捉えてみたいと思います。 

国内投資家が支えるインド株式市場 
インド株式市場の堅調さの背景には、安定的

な国内投資家の存在があります。売買比率にお
いても、外国投資家の比率は15%程度にとどま
り（図表参照）、資金フローの⾯でも、外国投資
家は国際的な市場心理の変動に応じて出入りを
繰り返す一方、国内投資家は一貫して買い越し
を続けています。この継続的な資金流入こそが、
インド市場の底堅さを支える要因です。Vol.6
（2024年11月11日号掲載）でご紹介した積立投
資の効果は、インドでも顕著です。現地では
「SIP」と呼ばれる投資信託の積立制度が広く
普及しており、多くの個⼈投資家が⻑期的な資
産形成に取り組んでいます。インドの金融リテ
ラシーの向上とともに、健全な市場形成に寄与
していると言えます。 

1人当たりGDPと消費の未来 
経済発展の一つの目安とされる「1⼈当たり

GDP3,000米ドル」。この水準を超えると、電化
製品や自動車などの耐久消費財への需要が本格
化すると言われています。インドの1⼈当たり
名目GDPは25年時点で約2,878米ドルと推計さ
れており、消費構造の転換期を迎えつつありま
す*。インドの消費拡大は、単なる⼈口増加や所
得向上だけでは語れません。スマートフォンの
普及やデジタル決済の浸透、さらには中間層の
プレミアム志向の高まりといった「新しい消費
の形」が、経済成⻑の新たなドライバーとなっ
ています。 

さらに、政府のデジタル化政策や地方へのイ
ンフラ整備が、これまで取り残されていた層に
も新たな購買⼒をもたらしています。インドの
消費市場は今、広がりと深まりの両⾯で進化し

ているのです。 
*出所：IMF 世界経済見通しデータベース（2025年4月） 

モディ首相のリーダーシップとその継承 
インドの経済改革をけん引してきたナレンド

ラ・モディ首相は現在74歳。健康状態に問題は
報じられておらず、外交・内政の両⾯で精⼒的
に活動を続けています。現時点で後継を巡る大
きな議論はありませんが、インド⼈⺠党（BJP）
内にはアミット・シャー内相や⼈口2億⼈超の
最大州・ウッタル・プラデーシュ州首相のヨギ・
アディティヤナート氏など、有⼒なリーダー候
補が控えています。 

モディ首相の強⼒なリーダーシップのもと進
められてきたGSTの導入やインフラ投資の拡
大、デジタル経済の推進、「Make in India」政
策などは、インド経済の成⻑軌道を明確に示す
ものであり、今後も継続的な発展が期待されま
す。インドは今後も、⼈口ボーナスと技術革新
を武器に、世界経済の中でその存在感を一層高
めていくことでしょう。モディ首相が築いた経
済改革の基盤は、インドの未来を語る上で欠か
せない要素であり、後継者によって着実に引き
継がれると見られます。 

本コラムを通じて、インドという国が持つダ
イナミズムと経済成⻑の可能性を少しでも感じ
ていただけたなら幸いです。ご愛読、誠にあり
がとうございました。         （了） 
（執筆：イーストスプリング・インベストメンツ 

 取締役 営業マーケティング本部⻑ 面谷祥友） 


